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町　税                                   6億8,871万3千円(  8.5%)

繰入金                                   2億9,870万1千円(  3.7%)

分担金・負担金                    1億8,279万6千円(  2.2%)

その他 使用料・手数料・繰越金など     1億7,915万7千円(  2.2%)

地方交付税                                              41億円(50.5%)

町　債                                       11億3,500万円(14.0%)

県支出金                                 7億420万1千円(  8.7%)

国庫支出金                            5億777万6千円(  6.3%)

地方譲与税                          1億6,044万9千円(  2.0%)

その他                                          1億5,792万円(  1.9%)

　　　　　  

地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金など

（
16
・
6
％
）

自
主
財
源

依
存
財
源
（
83
・
4
％
）

行政用語の解説
■町税
町民税固定資産税など町民の皆さ
んが納める税金
■繰入金
町の基金からの繰り入れたお金
■分担金・負担金
保育料や工事の受益者負担金など
■地方交付税
国に納めていただいた税金を一定
の基準により国から交付される税
■国庫・県支出金
各種事業に対する国・県から交付
される補助金
■地方譲与税
国税を原則として町道の面積など
に応じて国から譲与される税
■町債
町が借り入れたお金
□自主財源
町税や施設の使用料など町が独自
で調達するお金
□依存財源
地方交付税や国庫・県支出金など
国や県から町に入ってくるお金

予算は難しい？数字ばかりでよくわからない？
まちの収入と支出をあらかじめ計算するのが「予算」。予算を見れば町の財政状況や重点的な
事業がわかります。予算と本気で向き合ってみませんか？

　

新
長
島
町
を
取
り
巻
く
財
政
環
境

は
、
厳
し
く
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成

18
年
度
に
お
い
て
も
、
地
方
交
付
税

等
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
る
こ
と
や
社

会
保
障
関
係
経
費
の
自
然
増
が
見
込

ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
将
来
の
財
政
運

営
が
圧
迫
さ
れ
る
こ
と
が
強
く
懸
念

さ
れ
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
平
成
18
年
度
は

長
島
町
が
発
足
し
、「
夢
と
活
力
が

あ
り
、
住
民
一
人
ひ
と
り
を
大
切
に

す
る
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
」
を
基
本

理
念
と
し
た
新
し
い
町
お
こ
し
を
展

開
す
る
必
要
が
あ
り
、
限
ら
れ
た
財

源
の
中
で
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
ど
う

す
れ
ば
よ
い
か
、
知
恵
と
工
夫
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
今
年
度

の
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、
社
会

経
済
情
勢
の
変
化
に
対
応
し
た
真
に

必
要
と
認
め
ら
れ
る
行
政
需
要
に
積

極
的
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、
分
庁

方
式
に
よ
る
事
務
事
業
の
簡
素
化
や

事
業
の
峻
別
、
受
益
者
負
担
の
適
正

化
な
ど
効
果
的
・
効
率
的
な
施
策
の

推
進
に
努
め
ま
し
た
。

対
前
年
比
（
６
月
補
正
ま
で
）
９
・
５
％
減

新
町
の
初
年
度
（
平
成
18
年
度
）
の
予
算
が
動
き
始
め
ま
し
た
。

町
の
財
政
の
中
心
と
な
る
一
般
会
計
の
本
予
算
総
額
は
81
億
１
４
７
１
万
３
千

円
と
な
り
ま
し
た
。

今
年
度
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に
編
成
さ
れ
た
予
算
の
内
容
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

　

新
町
の
平
成
18
年
度
一
般
会
計
予

算
は
、
総
額
81
億
１
４
７
１
万
３
千

円
、
対
前
年
比
と
の
比
較
は
で
き
ま

せ
ん
が
、
旧
両
町
の
６
月
補
正
ま
で

の
合
算
額
と
比
較
す
る
と
９
・
５
％

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
で
、
町
税
な
ど
の
自
主
財

源
に
つ
い
て
は
、
構
成
比
わ
ず
か

８
・
５
％
と
低
い
一
方
、
地
方
交
付

税
は
41
億
円
で
歳
入
の
50
・
５
％
を

占
め
、
依
存
財
源
に
頼
る
構
成
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
は
、
目
的
別
歳
出
に
お
け
る

主
な
構
成
比
は
、
民
生
費
20
・
３
％
、

公
債
費
19
・
３
％
、
土
木
費
15
・
３
％

の
順
と
な
っ
て
お
り
、
性
質
別
の
主

な
構
成
比
は
人
件
費
21
・
１
％
、
普

通
建
設
事
業
費
19
・
５
％
、
公
債
費

19
・
３
％
の
順
で
、
義
務
的
経
費
の

占
め
る
割
合
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま

す
。

　

な
お
、
歳
出
の
中
で
は
土
木
費
の

継
続
事
業
や
合
併
に
よ
る
差
異
是
正

等
の
工
事
費
、
そ
れ
に
民
生
費
の
社

会
保
障
費
等
が
増
え
て
い
ま
す
。


